
○岡山市埋立行為等の規制に関する条例 

平成１７年３月１７日 

市条例第９０号 

改正 平成１８年１２月２７日市条例第１２９号 

平成２０年１２月２５日市条例第１１０号 

平成２３年１２月１９日市条例第８９号 

平成２６年７月１日市条例第１０７号 

令和元年９月２７日市条例第２７号 

（目的） 

第１条 この条例は，土砂による埋立て及び土砂の採取について必要な規制を行うことに

より，災害の防止及び生活環境の保全を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 埋立行為 土砂による土地の埋立て，盛土その他の土地への土砂のたい積をい

う。ただし，次に掲げる行為を除く。 

ア 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２条第１項

に規定する廃棄物の処理 

イ 土壌汚染対策法施行規則（平成１４年環境省令第２９号）第３１条第１項又は第

２項に定める基準に適合しない土壌の処理 

（２） 埋立行為等 埋立行為及び土砂の採取（前号ア及びイに該当する場合を除く。）

を行う行為をいう。 

（３） 事業区域 埋立行為等に供される土地の範囲（進入路の敷地，排水施設の敷地

その他当該埋立行為等の用に供される土地の区域を含む。）をいう。 

（４） 事業者 埋立行為等に関する工事の注文者又は請負工事によらないで自ら埋立

行為等を行う者をいう。 

（５） 施工者 埋立行為等に関する工事の請負人又は請負工事によらないで自らこれ

らの工事をする者をいう。 



（注文者の責務） 

第３条 建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設

工事をいう。以下同じ。）の注文者は，その注文する建設工事に伴って発生する土砂に

関し，請負人に対して，その適正な処理を指示するとともに，処理に要する費用の適正

な負担を行うよう努めなければならない。 

（請負人の責務） 

第４条 建設工事の請負人は，請負契約の内容等を踏まえて，建設工事の施工方法を工夫

することにより，建設工事に伴って発生する土砂の排出量の抑制に努めるとともに，土

砂と他の物との分別その他必要な措置を講ずることにより，土砂の適正な処理及び再利

用に努めなければならない。 

（事業者等の責務） 

第５条 事業者及び施工者は，埋立行為等の実施に当たっては，災害を未然に防止するた

め，及び生活環境を保全するため，必要な措置を講じなければならない。 

２ 事業者及び施工者は，埋立行為等に関し，周辺住民から苦情があったときは，責任を

もって自ら積極的に，その解決に当たらなければならない。 

（土地所有者の義務） 

第６条 土地の所有者は，埋立行為等を行おうとする者に対し，当該埋立行為等の用に供

するために土地を利用させようとするときは，当該埋立行為等による災害が発生し，又

は生活環境を害するおそれのないことを確認し，そのおそれのある埋立行為等を行おう

とする者に対して当該土地を利用させてはならない。 

２ 土地の所有者は，埋立行為等を行おうとする者に対し，その土地の利用を同意した場

合には，当該埋立行為等が適正になされているかどうかについて常に注意を払うととも

に，当該埋立行為等が適正になされていないと思料するときは，その旨を市長に報告し

なければならない。 

３ 土地の所有者は，この条例の施行に関し，市長に協力しなければならない。 

（埋立行為等の許可） 

第７条 埋立行為等を行おうとする者は，市長の許可を受けなければならない。ただし，

次に掲げる埋立行為等については，この限りでない。 



（１） 法令に基づき許可，認可，届出等を要する埋立行為等で規則で定めるもの 

（２） 国，地方公共団体その他規則で定める団体が行う埋立行為等 

（３） 前２号に掲げるもののほか規則で定める埋立行為等 

２ 前項の許可は，５年を下らない規則で定める期間ごとに，前項の許可を受けなければ，

その期間の経過によって，その効力を失う。 

３ 第１項の許可を受けようとする者は，規則で定めるところにより，次に掲げる事項を

記載した申請書を提出しなければならない。 

（１） 許可を受けようとする者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地並

びに法人にあっては，その代表者の氏名 

（２） 事業区域の所在及びその面積 

（３） 埋立行為等の目的 

（４） 施工者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地並びに法人にあって

は，その代表者の氏名 

（５） 埋立行為等の期間 

（６） 埋立行為等の計画 

（７） 前各号に掲げるもののほか規則で定める事項 

４ 前項の申請書には，規則で定めるところにより，必要な資料を添付しなければならな

い。 

５ 市長は，災害の防止及び生活環境の保全を図るため，第１項の許可に必要な条件を付

することができる。 

（土地所有者等の同意） 

第８条 前条の規定による許可の申請をしようとする者は，あらかじめ規則で定めるとこ

ろにより，当該申請に係る事業区域内に所在する土地の所有者に対して，前条第３項各

号に掲げる事項を説明し，その同意を得なければならない。 

２ 前項に定めるもののほか，前条の規定による許可の申請をしようとする者は，あらか

じめ規則で定めるところにより，当該申請に係る事業区域内に所在する土地につき当該

埋立行為等の妨げとなる規則で定める権利を有する者（同項に規定する土地の所有者を

除く。）に対し，当該埋立行為等の概要を説明し，その同意を得なければならない。 



３ 前２項の場合において，当該事業区域内に所在する土地の所有者及びその土地につき

当該埋立行為等の妨げとなる権利を有する者は，前条第３項各号に掲げる事項を当該説

明により確認しなければならない。 

４ 当該事業区域内に所在する土地の所有者及びその土地につき当該埋立行為等の妨げと

なる権利を有する者は，前項の確認をしなければ，第１項及び第２項に掲げる同意をし

てはならない。 

（許可の基準） 

第９条 市長は，許可の申請が，次の各号のいずれにも適合すると認められるときでなけ

れば，第７条第１項の許可をしてはならない。 

（１） 埋立行為等の計画が，規則で定める埋立行為等に係る一般的基準（以下「一般

的基準」という。）に適合するものであること。 

（２） 申請者が次のいずれにも該当しないこと。 

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

イ 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくなっ

た日から５年を経過しない者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。第３

２条の３第７項を除く。）の規定に違反し，又は刑法（明治４０年法律第４５号）

第２０４条，第２０６条，第２０８条，第２０８条の２，第２２２条若しくは第２

４７条の罪若しくは暴力行為等処罰ニ関スル法律（大正１５年法律第６０号）の罪

を犯し，罰金の刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることがなくな

った日から５年を経過しない者 

エ 第２３条又は第２４条の規定により命令を受け，命令を履行していない者 

オ 第１２条第１項の規定により許可を取り消され，その取消しの日から５年を経過

しない者（当該許可を取り消された者が法人である場合においては，当該取消しの

処分に係る岡山市行政手続条例（平成９年市条例第５８号）第１２条の規定による

通知があった日前６０日以内に当該法人の役員（業務を執行する社員，取締役又は

これらに準ずる者をいい，相談役，顧問その他いかなる名称を有する者であるかを

問わず，法人に対し業務を執行する社員，取締役又はこれらに準ずる者と同等以上



の支配力を有するものと認められる者を含む。以下同じ。）又は規則で定める使用

人であった者で当該取消しの日から５年を経過しないものを含む。） 

カ その申請に係る行為に関し，不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めら

れる者 

キ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人がアか

らカまで又はクのいずれかに該当するもの 

ク 法人である場合においては，その役員又は規則で定める使用人のうちにアからカ

までのいずれかに該当する者のあるもの 

ケ 個人である場合においては，規則で定める使用人のうちにアからカまでのいずれ

かに該当する者のあるもの 

（３） 申請者が，埋立行為等の計画を実施し，及びこの条例に定める義務を履行する

ために必要な資力及び信用があると認められること。 

（４） 申請者が，第８条の規定による同意を得ていること。 

（５） 施工者が，埋立行為等に関する計画を実施するために必要な施工能力があると

認められること。 

（６） 第１１条に規定する周辺住民への周知が完了していること。 

（変更等の許可） 

第１０条 第７条第１項の許可を受けた者（以下「許可事業者」という。）は，同条第３

項各号に定める事項を変更し，又は当該許可に係る埋立行為等を廃止しようとするとき

は，市長の許可を受けなければならない。ただし，規則で定める軽微な変更をしようと

するときは，この限りでない。 

２ 前項の許可を受けようとする許可事業者は，規則で定めるところにより，申請書に必

要な書類を添付して，これを行わなければならない。 

３ 第７条第１項及び第５項，第８条並びに第９条の規定は，第１項の許可の場合に準用

する。 

４ 許可事業者は，第１項ただし書の規則で定める軽微な変更をしようとするときは，あ

らかじめその旨を市長に届け出なければならない。 

（周辺住民への周知） 



第１１条 第７条第３項の規定による許可の申請をしようとする者は，当該申請に係る事

業区域の周辺住民であって規則で定める範囲の者に対して，規則で定める方法により当

該埋立行為等の概要を周知しなければならない。 

２ 前条第２項の規定による変更又は廃止に係る許可の申請をしようとする者は，当該申

請に係る事業区域の周辺住民に対して，規則で定める方法により第７条第３項各号に定

める事項の変更の概要又は許可に係る埋立行為等の廃止の概要を周知しなければならな

い。 

３ 前２項の場合において，周知が完了したときは，完了後速やかに，市長に対し報告し

なければならない。 

（許可の取消し等） 

第１２条 市長は，許可事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，当該許可を取り

消すことができる。 

（１） 偽りその他の不正な手段により，第７条第１項又は第１０条第１項の許可を受

けたとき。 

（２） 第７条第５項（第１０条第３項において準用する場合を含む。）の規定により

当該許可に付した条件に違反したとき。 

（３） 第９条第２号アからケまでのいずれかに該当するに至ったとき。 

（４） 一般的基準に違反したとき。 

（５） 正当な理由がないのに，第２０条に基づく報告を拒み，又は第２１条に基づく

立入調査権の行使を妨げたとき。 

（６） 第２３条の規定による命令に違反したとき。 

２ 前項の規定により当該許可の取消しを受けた者は，一般的基準に適合するよう必要な

措置を講じなければならない。 

（標識の掲示） 

第１３条 許可事業者は，当該許可に係る埋立行為等を行っている間は，事業区域内の公

衆の見やすい場所に，規則で定める事項を記載した標識を設置しなければならない。 

（着手の届出） 

第１４条 許可事業者は，当該許可に係る埋立行為等に着手したときは，着手した日から



起算して１０日以内にその旨を市長に届け出なければならない。 

（搬入計画の届出） 

第１５条 許可事業者は，土砂を当該事業区域内に搬入しようとするときは，規則で定め

るところにより，土砂の搬入に係る計画（以下「搬入計画」という。）を作成し，当該

土砂の搬入を開始する日から起算して１０日前までに，市長に届け出なければならない。

ただし，規則で定める量又は土質の土砂の搬入については，この限りでない。 

（水質検査の報告） 

第１６条 許可事業者は，規則で定めるところにより，定期的に，事業区域内で発生し，

事業区域外へ排出される水の水質検査を行い，その結果を市長に報告しなければならな

い。ただし，規則で定める範囲の埋立行為については，この限りでない。 

（土砂管理台帳の作成等） 

第１７条 許可事業者は，埋立行為に使用された土砂について，規則で定めるところによ

り，発生場所ごとに土砂管理台帳を作成し，１年ごとに閉鎖しなければならない。 

２ 許可事業者は，当該許可に係る埋立行為の着手から完了までの期間，３箇月ごとに，

当該３箇月を経過した日（当該３箇月の期間に事業を完了したときは，当該完了の日）

から起算して２０日以内に，前項の規定により作成した土砂管理台帳の写し及び規則で

定める書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は，前項の規定により提出された土砂管理台帳の写し及び規則で定める書類を，

当該許可に係る埋立行為が完了し，又は廃止された日の翌日から起算して３箇月を経過

する日までの間，住民の閲覧に供するものとする。 

（埋立行為等の完了検査） 

第１８条 許可事業者は，当該許可に係る埋立行為等が完了したときは，完了した日の翌

日から起算して１０日以内に，その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は，前項の規定による届出があったときは，速やかに当該届出に係る埋立行為等

が当該許可の内容及び一般的基準に適合しているかどうかの検査をし，その検査の結果

当該埋立行為等が適合していると認めたときは，検査済証を当該許可事業者に交付しな

ければならない。 

（承継） 



第１９条 許可事業者について，相続，合併又は分割（当該許可に係る埋立行為等の全部

を承継させるものに限る。）があった場合においては，相続人，合併後存続する法人若

しくは合併により設立した法人又は分割により当該許可に係る埋立行為等を承継した法

人は，既に許可を受けた事業者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により，事業者の地位を承継した者は，規則で定めるところにより，その

事実を証する書面を添付して，その承継の日から３０日以内に，その旨を市長に届け出

なければならない。 

（報告の徴収） 

第２０条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，事業者，施工者又は事業区域

内の土地の所有者に対し，必要な報告を求めることができる。 

（立入調査） 

第２１条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，その職員に，事業区域又は事

業者若しくは施工者の事務所若しくは事業所に立ち入らせ，埋立行為等の実施状況，帳

簿，書類その他の物件を調査させ，関係人に質問させ，又は調査に必要な限度において

土砂等を無償で収去させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し，関係人の

請求があったときは，当該関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は，犯罪捜査のために認められたものと解しては

ならない。 

（官公署又は政府関係機関への協力要請） 

第２２条 市長は，この条例の規定に基づく事務に関し，官公署又は政府関係機関に対し，

照会し，又は協力を求めることができる。 

（措置命令） 

第２３条 この条例若しくはこの条例に基づく規則の規定又はこれらの規定に基づく処分

に反する埋立行為等（以下「不適法埋立行為等」という。）が行われ，又は行われた場

合において，災害又は生活環境の保全上の支障が現に生じ，又は生ずるおそれがあると

認めるときは，市長は，必要な限度において，次に掲げる者に対し，当該不適法埋立行

為等を停止し，又は期限を定めて，災害を防止し，若しくは生活環境の保全上の支障を



除去するため必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（１） 許可された内容に反する埋立行為等を行い，又は行った許可事業者（当該許可

事業者に対し，埋立行為等に関する工事を請け負った施工者を含む。以下この条にお

いて同じ。） 

（２） 一般的基準に反して埋立行為等を行い，又は行った許可事業者 

（３） 第７条第１項又は第１０条第１項の許可を受けないで埋立行為等を行い，又は

行った者 

（４） 第７条第５項（第１０条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基づ

き許可に付された条件に反し，埋立行為等を行い，又は行った許可事業者 

（５） 第１２条第１項の規定により許可を取り消され，同条第２項の規定に基づく必

要な措置を講じない者 

（６） 不適法埋立行為等を行うことを要求し，依頼し，若しくは唆し，又は不適法埋

立行為等を行うことを助けた者があるときは，その者 

第２４条 不適法埋立行為等が行われ，又は行われた場合において，災害又は生活環境の

保全上の支障が現に生じ，又は生ずるおそれがあり，かつ，次の各号のいずれにも該当

すると認められるときは，市長は，当該不適法埋立行為等が行われ，又は行われた土地

の所有者に対し，期限を定めて，災害を防止し，又は生活環境の保全上の支障を除去す

るため必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。 

（１） 土地の所有者が，第８条第１項の規定に基づく同意をしているとき。 

（２） 前条各号に規定する者の資力その他の事情からみて，それらの者のみによって

は，必要な措置を講ずることが困難であり，又は講じても十分でないとき。 

（３） 第６条の趣旨に照らし土地の所有者に必要な措置をとらせることが適当である

と認められるとき。 

（手数料） 

第２５条 第７条第１項又は第１０条第１項の許可を受けようとする者は，別表に定める

額の手数料を納付しなければならない。 

２ 既に納付した手数料は，返納しない。 

（委任） 



第２６条 この条例中に別段の定めがあるものを除くほか，この条例の施行に関し必要な

事項は，規則で定める。 

（罰則） 

第２７条 第２３条の規定による命令に違反した者は，６月以下の懲役又は５０万円以下

の罰金に処する。 

第２８条 第７条第１項又は第１０条第１項の規定に違反して埋立行為等を行った者は，

５０万円以下の罰金に処する。 

第２９条 第２１条第１項の規定による立入調査を拒み，妨げ，若しくは忌避し，又は同

項の規定による質問に対して答弁をせず，若しくは虚偽の答弁をした者は，２０万円以

下の罰金に処する。 

（両罰規定） 

第３０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人，使用人その他の従業者が，その法

人又は人の業務に関し，前３条の違反行為をしたときは，行為者を罰するほか，その法

人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

（過料） 

第３１条 次の各号のいずれかに該当する者は，５万円以下の過料に処する。 

（１） 第１０条第４項，第１４条，第１５条，第１８条第１項又は第１９条第２項の

規定による届出をせず，又は虚偽の届出をした者 

（２） 第１３条の規定に違反して，標識を設置しない者 

（３） 第１６条の規定に違反して，水質検査を行わず，又はその結果を報告せず，若

しくは虚偽の報告をした者 

（４） 第１７条第１項又は第２項の規定に違反して，土砂管理台帳を作成せず，又は

虚偽の記載をした者 

（５） 第２０条の規定による報告をせず，又は虚偽の報告をした者 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成１７年９月１日から施行する。 

（岡山市土採取等規制条例の廃止） 



２ 岡山市土採取等規制条例（昭和６１年市条例第２６号。以下「旧条例」という。）は，

廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に旧条例第４条第１項の規定による届出をした計画に基づく埋

立行為等については，旧条例は，この条例施行後も，なおその効力を有する。 

４ 前項の規定にかかわらず，この条例施行の際現に旧条例第４条第１項の規定による届

出をした計画に基づき埋立行為等を行っている者又はその承継人は，この条例施行の日

から起算して３年間は，第７条第１項に基づく許可を受けないで当該届出をした計画に

基づく埋立行為等を行うことができる。その者がその期間内に同条の許可を申請した場

合において，当該申請について許可又は不許可の処分があるまでの間も同様とする。 

５ この条例の施行前にした行為及び旧条例の規定に基づく処分に対する罰則の適用につ

いては，なお従前の例による。 

（検討） 

６ 市長は，この条例の施行後５年を経過した場合において，この条例の施行状況につい

て検討を加え，その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（建部町及び瀬戸町の編入に伴う経過措置） 

７ 建部町及び瀬戸町の編入の日（以下この項及び次項において「編入日」という。）前

に，編入前の建部町開発事業の調整に関する条例（昭和４８年建部町条例第１４号。以

下「建部町条例」という。）及び編入前の瀬戸町開発事業の調整に関する条例（昭和５

７年瀬戸町条例第９２７号。以下「瀬戸町条例」という。）の規定に基づく届出をした

埋立行為等については，この条例の規定にかかわらず，編入日から起算して３年間に限

り，建部町条例及び瀬戸町条例の例による。この場合において，その者が当該埋立行為

等について，その期間内に第７条第１項の許可を申請したときは，当該申請に係る許可

又は不許可の処分があるまでの間も同様とする。 

８ 編入日前にした建部町条例及び瀬戸町条例の規定に違反する行為並びに編入日後にし

たこの条例の規定によりその例によることとされる建部町条例及び瀬戸町条例の規定に

違反する行為に対する罰則の適用については，それぞれ建部町条例及び瀬戸町条例の例

による。 



附 則（平成１８年市条例第１２９号） 

この条例は，平成１９年１月２２日から施行する。 

附 則（平成２０年市条例第１１０号） 

この条例は，平成２１年４月１日から施行する。ただし，第９条の改正規定は，公布の

日から施行する。 

附 則（平成２３年市条例第８９号） 

この条例は，民法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第６１号）の施行の日から

施行する。 

附 則（平成２６年市条例第１０７号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（令和元年市条例第２７号） 

この条例は，令和元年１２月１４日から施行する。 

別表（第２５条関係） 

埋立行為等許

可申請手数料 

事業区域の面積による区分 金額 

０．３ヘクタール未満 １３０，０００円

０．３ヘクタール以上０．６ヘクタール未満 ２００，０００円

０．６ヘクタール以上１ヘクタール未満 ２７０，０００円

１ヘクタール以上３ヘクタール未満 ４００，０００円

３ヘクタール以上６ヘクタール未満 ５２０，０００円

６ヘクタール以上１０ヘクタール未満 ６７０，０００円

１０ヘクタール以上１００ヘクタール未満 ８９０，０００円

１００ヘクタール以上 ８９０，０００円に１００

ヘクタールを超える部分

が１００ヘクタールに達

するまでごとに２２０，０

００円を加えた額 

埋立行為等変 変更の種類 金額 



更許可申請手

数料 

埋立行為等の計画変更に伴

う事業区域の面積の変更 

埋立行為等の計画及

び事業区域の面積以

外の変更 

面積の変更がない場合 ない場合 ア 

ある場合 ア＋１０，０００円 

面積が減少する場合 ない場合 イ 

ある場合 イ＋１０，０００円 

面積が増加する場合 ない場合 ウ＋エ 

ある場合 ウ＋エ＋１０，０００円 

埋立行為等の計画及び事業区域の面積以外の変更

のみ 

１０，０００円 

この表において，ア，イ，ウ及びエは，それぞれ次の額を表すものとする。

ア 事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請手数料に１０分の１を

乗じて得た額 

イ 減少後の事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請手数料に１０

分の１を乗じて得た額 

ウ 変更前の事業区域の面積に応じた埋立行為等許可申請手数料に１０

分の１を乗じて得た額 

エ 増加面積に応じた埋立行為等許可申請手数料の額 

 


